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有期労働契約研究会報告書に対する基本的意見と要望
　9月10日、有期労働契約研究会の報告書が公表されました。貴職らは今後、労働政策審議会等において有期労働契約規制の具体的な検討をすすめ、法整備をめざされると聞き及んでいます。ついては、報告書に対する全労連の基本的な見解を明らかにするとともに、今後の検討にかかわって要望をおこなうものです。
１．雇用の安定を確保し、貧困と格差の解消をめざす見地を明確にすべきです

（１）　報告書が「雇用情勢が急激に悪化する過程で、いわゆる『非正規切り』など有期契約労働者の雇用不安が大きな問題となった。『いつ解雇や雇止めされるかわからないから』不満とする者は有期契約労働者全体の41.1％に上っており、雇止めに係る紛争も増加している。加えて、賃金の水準が低いなどその労働条件が正社員より低位にあり、働きや貢献に照らしてもバランスを欠いたものとなっている」（報告書4頁2行目～）、「先が見えない不安や頑張ってもステップアップが見込めないことなどから、働く意欲の向上や職業能力形成への取組が十分ではない実態が見られる。また、雇止めへの不安を背景に、有期契約労働者が労働条件への不満の表明や労働者としての権利の主張を十分にできない現状も指摘される」（報告書4頁下から3行目～）などと、有期契約労働者の置かれた不合理・劣悪な実態にふれ、その改善の必要性に言及したことは重要です。新自由主義に基づく「規制緩和」一辺倒のこれまでの路線からの一定の変化と受け止めるものです。

（２）　ところが報告書は、「これらの課題は、有期労働契約が様々な目的や動機により利用・活用される過程において、結果的に生じたものという面もあることを踏まえ、今後は、契約の締結から終了に至るまでを視野に入れて、いかにして有期労働契約の不合理・不適正な利用がなされないようにするかとの視点が重要」（報告書5頁5行目～）、「有期契約労働者の雇用の安定、公正な待遇等を確保するため、有期労働契約の不合理・不適正な利用を防止するとの視点を持ちつつ、有期労働契約法制の整備を含め、有期契約労働をめぐるルールや雇用・労働条件管理の在り方を検討し、方向性を示すことが必要」（報告書5頁9行目～）と、部分的な修正にとどめ、「有期労働契約が良好な雇用形態として、また、多様な選択肢の一つとして活用されるようにするという観点から検討することが重要」（報告書7頁下から3行目～）と結論づけており、これでは不十分といわざるを得ません。

（３）　なぜなら、派遣切り等に端的にみられる有期労働契約の弊害は、一部の「不合理・不適正な利用」から「結果的に生じた」程度のものではなく、「有期」という制度そのものに潜む本質的な問題点だからです。
　報告書も言及せざるを得なかったように、有期契約労働者は「有期」ということのみをもって、人間らしい生活を享受できない低賃金や差別的処遇を強いられ、また、「有期」＝雇止めの不安から使用者との力関係において圧倒的に不利な立場に置かれています。新自由主義に基づく労働法制の「規制緩和」がすすんだ結果、常用代替が急速に進行し、有期契約労働者が急増したため、有期労働契約そのものの問題点がだれの目にも明らかになったのです。

　派遣村に象徴される雇用破壊の改善、貧困と格差の解消は国民的な願いであり、昨年の政権交代の有力な原動力の一つともなりました。だからこそ、有期労働契約の検討にあたっては、雇用の安定を確保し、貧困と格差の解消をめざすという見地を明確にすべきであり、その立場から有期労働契約そのものの規制、制限に踏みこむことを強く求めます。
（４）　なお、この点で、報告書が「需要変動が予測しにくくなったとして恒常的な業務についても有期労働契約が活用されるようになったが、この結果、かつては企業側が負担していた経営リスクを、有期労働契約を利用することで回避する傾向が顕著になってきているとの指摘もあり、こうしたリスクについて、いかにして公正な配分を企業と労働者の間で実現するのか十分に検討されるべきである。また、この場合において、正社員と有期契約労働者の処遇を含めた雇用の在り方についても、公正さの視点で検討すべき点がないかについても検討の余地がある」（報告書6頁2行目～）と指摘していることは断じて容認できません。
　すなわち、あいつぐ「規制緩和」で経営リスクを有期契約労働者に一方的に押しつけることが可能となった現実を正すことが必要であるのに、リスクを企業と労働者の間で配分するとか、「公正」という言葉のすり替えで正社員の処遇切り下げに転嫁することは、経営責任の棚上げにほかならないからです。
２．破たん済の「ニーズ論」から脱却すべきです

（１）　報告書が有期労働契約の弊害を指摘しながら、問題点の部分的な改善という立場に止まった最大の原因は、「労使のニーズに対応する雇用形態の一つ」（報告書1頁3行目）などと、旧来型の「ニーズ論」を踏襲したがために、有期労働契約を「雇用システム全体にとって有用な機能を果たし得る」（報告書12頁3行目）制度として捉えていることにあります。しかし、以下にみるように、報告書のとりあげた「ニーズ論」はすでに破たん済であり、それから完全に脱却すべきです。

（２）　「企業のニーズ」について報告書は、①需要変動等の場合の弾力的な雇用調整や、②人件費の削減、③社内で得ることが困難な専門的人材の必要とされる期間の受け入れなど（報告書2頁7行目～）をあげています。そして、「平成21年有期労働契約に関する実態調査（事業所調査）」（以下、「実態調査（事業所）」という。）の結果を紹介し、「企業が有期契約労働者を活用する理由（複数回答3つまで）」が、「業務量の中長期的な変動に対応するため」（38.9％）、「人件費を低く抑えるため」（37.7％）などであること（報告書2頁の注1）を明らかにしています。
　また、報告書は、「有期契約労働者について、特段の支障のない限り継続雇用する方針にあるものも少なくなく、実態調査（事業所）によれば、約7割の事業所が雇止めを行ったことがないとしている。結果として……一時的・臨時的ではない仕事についても有期労働契約の反復更新で対応している実態も見られる」（報告書3頁3行目～）、「『実態調査（事業所）』によれば、過去3年間に雇止めを行ったことがないとした事業所が69.4％、契約更新回数が11回以上とする事業所が14.7％、勤続年数が10年超とする事業所が9.1％」（報告書3頁の注3）とも指摘しています。
　したがって、ここにいう「企業のニーズ」とは、労働者に対する一方的なリスクの押しつけにほかならず、また、常用代替が進行しているということであり、それを「ニーズ」ということ自体、労働者犠牲の不見識な見解といわざるを得ません。
（３）　「労働者のニーズ」に関して報告書は、①勤務地や責任の度合い等の点で家庭責任の状況など自らの都合に合った働き方の選択肢の一つ、②労働者の意識の多様化など（報告書2頁9行目～）を指摘しています。
　しかし、報告書も指摘するように、「有期契約労働者が期間を定めて就業している理由として最も多いのは、『正社員としての働き口がなかったから』（38.7％）」（報告書4頁下から6行目～）であり、「規制緩和」のもとで有期労働契約を強いられているというのが実態です。
　「勤務地や責任の度合い等の点で家庭責任の状況など自らの都合に合った働き方の選択肢」（報告書2頁11行目～）といいますが、「カロウシ」という言葉に象徴される日本の正社員の異常な長時間・過密労働を背景に、特に女性労働者を中心に、子育てなど家庭との両立の困難さから正社員をあきらめ、有期・非正規労働に移行せざるを得なかったというのが実態です。また、ひとたび正社員を離れれば戻ることもかなわず、有期・非正規労働を強いられてきたというのが現実です。そうした実態を無視して、「自らの都合に合った働き方の選択肢の一つ」という報告書の姿勢は断じて容認できません。
（４）　さらに報告書は、雇用政策研究会が打ち出した「多様な正社員」制度（報告書6頁下から6行目など）や「多様な雇用モデル」（報告書24頁下から9行目）に言及し、導入に積極的な姿勢を示していることは大きな問題です。「多様な正社員」は「従来の正社員でも非正規社員でもない、正規・非正規社員の中間に位置する雇用形態」（報告書6頁の注11）と説明されていますが、これは、勤務時間や勤務地の限定などを理由に低い処遇を押しつけようというものにほかならず、認めることはできません。
（５）　働き続けられる条件整備というのであれば、正社員の異常な働かせ方、長時間・過密労働の改善を前提とした仕事と家庭の両立保障、職場環境の改善こそ重要です。時間外労働の大幅削減など正社員の労働条件改善がまず必要です。前提とされなければなりません。少子社会のもとで、中長期的に労働力人口の減少が予想されるのですから、その重要性は明らかです。
　子育てや介護をはじめ家庭の状況やキャリアアップ等の必要から短時間勤務を選択せざるを得ない場合にも、正社員を辞め有期労働契約に移行することを強いられることなく、働き続けられる条件整備が求められています。本人の自由な選択、均等待遇原則を前提条件として、正社員のままで短時間勤務を選択できる制度の創設が求められます。
３．「規制強化は雇用に悪影響」との脅しはもう止めるべきです

（１）　報告書はまた、有期労働契約が「無業・失業状態から安定雇用へのステップとしての機能や、企業にとって様々なニーズに応え得る雇用形態としての機能等、雇用システム全体にとって有用な機能を果たし得ることについても十分に留意すべき」（報告書12頁1行目～）と指摘し、「こうした機能を担い得る有期労働契約の締結が制限されれば、現下の雇用・失業情勢において、新規の雇用が抑制される、中小企業における人材確保が困難となる、企業の海外移転が加速する等の影響が生じないかということや、個々の労働者が希望した場合でも締結を認めないこととするのか、また、各企業において、需要の中長期的な変動に応じて有期労働契約が利用されている業務については、請負や派遣といった他の雇用形態への需要を誘発し、必ずしも安定的な雇用への移行をもたらすとは言えない可能性があることなどに意を払う必要がある」（報告書12頁4行目～）と、有期労働契約の規制を部分的なものにとどめる立場を明らかにしています。
（２）　従来から繰り返される「規制強化は雇用に悪影響」論ですが、こうした脅しはいい加減やめるべきです。なぜなら、企業論理ばかりを優先した新自由主義のもとで展開された「規制緩和」が様々な弊害をうみだしたのであり、その是正こそ、いま求められているからです。また、規制緩和の進行で雇用が壊れ、賃下げが進行したことが、日本経済の縮小を招いたのであって、内需中心の経済再生が必要だからです。
　「企業の海外移転が加速する」（報告書12頁6行目）といいますが、企業の論理からいっても、事業展開は今後の成長分野や地域にシフトするのであり、企業の海外移転の最大の原因は、日本経済の落ち込みにあります。大企業による下請単価の切り下げなど、下請けいじめを止めさせることを含め、大企業中心から国民生活中心に雇用対策の大もとを切り替えるという発想が必要です。

　同時に、グローバル化の進展のもとで、欧州を含む世界規模で「規制緩和」がすすみ、貧困と格差が問題となっている現実をみるとき、賃金や労働条件のダンピング競争を許さない国際的な協力・共同が大切になっています。日本もそうした立場で、ILOの唱えるディーセントワークの実現に国際社会と共同してとりくむべきです。
（３）　なお、報告書が、無業・失業状態から安定雇用への「ステップ機能」や「トライアル雇用」を有期労働契約の有用な機能としていること（報告書5頁下から10行目～）も問題です。無業・失業状態から安定雇用への移行支援には総合的な施策が必要なのであって、有期労働契約の機能とは別次元の話です。それを、有期労働契約の「有用な機能」と位置づけて一般化してしまえば、お試し雇用が一般化し、かえって正社員への道を狭め、雇用の安定を揺るがすことになりかねません。「キャリア形成のために時宜を得て有期労働契約が活用されることで、職業能力の向上に寄与する役割」（報告書5頁下から4行目～）といいますが、一度辞めれば戻れないのが日本の現実であり、まず止めなくてすむ制度的保障が求められています。

４．有期労働契約を「臨時・一時的な業務」に限定することを中心とすべきです
（１）　報告書は、規制の方法として以下の3点をとりあげ、「いずれに着目してルール化を図る必要性が高いのか、あるいはいくつかの過程に重畳的に規制を及ぼすか否かについても検討が必要」（報告書10頁20行目～）としています。
① 有期労働契約の締結の時点で利用可能な事由を制限する「締結事由規制」

② 有期労働契約の更新の状況等に応じて解雇規制の潜脱等を防止するための「更新回数や利用可能期間の規制」

③ 一定の雇止めに解雇と同様のルールを課す規制、すなわち「雇止め法理（解雇権濫用法理の類推適用の法理）の明確化」

（２）　しかし、その後の記述をみると、「我が国について見ると、まず、こうした無期労働契約の原則を採用しておらず、いかなる事由・目的のために有期労働契約を締結するかは当事者の自由……それを前提に、労働慣行としても、有期労働契約が雇用の中心たる長期雇用を補完するものとして機能してきた……我が国においても無期労働契約の原則（無期原則）を採用するべきとの意見もある。しかしながら、雇用に関する基本的な考え方そのものの転換については、その根拠となる雇用の実態や労使関係者の意識等についての認識、評価にもかかわるものであり、また他方、無期原則を採るとしても、制度化の在り方は一様ではない」（報告書11頁下から13行目～）として、「締結事由規制（入口規制）」に消極的な態度をとっています。

（３）　しかし、これまでみてきたように、「規制緩和」の進行のもとで雇用破壊は深刻な様相を呈しているのであり、「有期」という制度に内在する本質的矛盾の是正が求められているのですから、有期契約労働そのものを規制する「締結事由規制（入口規制）」を中心に据えるべきであり、その実現を強く求めます。

　報告書は、わが国は無期労働契約の原則を採用していないとしていますが、多くの労働者は賃金のみに依拠して生活を支えているのであり、無期労働契約を原則としてこそ、雇用の安定も可能です。そうしなければ、広範にひろがっている人件費抑制を目的とした常用代替を是正することもできません。したがって、「期間の定めのない直接雇用」（①無期原則、②直接雇用原則）を雇用の大原則とし、有期労働契約を「臨時・一時的な業務」に限定する「締結事由規制（入口規制）」が制度改正の柱にすえられるべきです。

（４）　そのうえで、有期契約労働が広範にひろがっている状況や、例外とされた「臨時・一時的な業務」における有期契約労働の適切な運用をはかる必要性を考えれば、「締結事由規制（入口規制）」を補完する、①締結事由を逸脱した違法等の場合の「無期労働契約みなし」規定や、②「利用可能期間や更新回数の上限規制（出口規制）」、③有期・無期を包含した「解雇権濫用法理」、④正社員への転換措置などを重畳的に組みあわせることが必要です。

５．「均衡」ではなく、「均等待遇原則」の義務づけが不可欠です

（１）　報告書は、「有期契約労働者については、多様な職務タイプの労働者が存在するが、正社員と同様の職務に従事していても正社員に比較して労働条件が低位に置かれていること（正社員同様職務型の45.7％）や、それ以外の職務タイプの者についても労働条件の水準が低いこと（例えば軽易職務型で36.7％）等の不満が生じており、これらの者については特に納得性のある公正な待遇を実現することが望まれる」（報告書22頁3行目～）として、「パートタイム労働法も参考に、有期契約労働者と正社員との間の均衡のとれた待遇を推進するとともに、有期契約労働者の雇用の安定及び職業能力形成の促進という観点から、有期労働契約の無期化や正社員転換等を推進するという施策が考えられる」（報告書22頁14行目～）として、パートタイム労働法を参考に「均衡」処遇をめざすことを明らかにしています。

（２）　しかしながら、パートタイム労働法においては「職務の内容や人材活用の仕組みや運用などの面から正社員と同視し得る場合には厳格な均等待遇（差別的取扱いの禁止）を導入しつつ、その他の有期契約労働者については、正社員との均衡を考慮しつつ、その職務の内容・成果、意欲、能力及び経験等を勘案して待遇を決定することを促すとともに、待遇についての説明責任を課すという均衡待遇の仕組み」（報告書23頁18行目～）となっているため、実際には同種の仕事に従事しながら、3要件によって「正社員と同視し得る」とはみなされず、差別的な待遇を強いられている労働者が多数存在し、大きな問題になっています。また、「均衡」という言葉のあいまいさが、待遇改善の妨げになっています。

（３）　したがって、有期労働者の置かれた劣悪な処遇を改善するためには、「均等待遇原則」を法に明記して、差別的取り扱いを禁止することが不可欠の課題であり、その実現を強く求めます。パートタイム労働法の改正もあわせておこなうことが必要です。
６．報告書に欠落する2つの視点　　ジェンダーと保護措置
（１）　報告書において、キャリア形成のための有期労働契約の活用や多様な正社員制度が安易に取り上げられたこと、有期労働契約そのものの規制の観点が弱いことの背景として、ジェンダー視点が欠落していることを指摘せざるを得ません。日本の女性労働者の低賃金実態は、ILOからも間接差別との指摘を受けており、その是正は急務です。女性労働者は子育てや介護など家庭との両立の困難さから有期・非正規労働を強いられ、低賃金や低い処遇、昇進差別などに苦しめられてきました。有期労働契約の見直しにあたっては、そうした女性差別の解消という視点が不可欠であり、論議を深めることが求められます。
（２）　もう一つ、報告書から欠落している視点として、「有期」という制度の問題点を是正し、有期契約労働者の生活の安定をはかる法的保護措置の確立（セーフティネットの構築）という視点です。有期契約労働者は「有期」という特性から失業と隣り合わせの状況にあるのであり、不安定な身分を補う保護措置が不可欠の課題です。「労働契約法制の検討」ということで、その点の検討を除外することは片手落ちといわざるを得ません。雇用保険制度の抜本改善や失業者支援制度の確立が求められています。なお、この点で、財界等からは「（派遣切り等が問題なのではなく、）セーフティネットがなかったことが問題」との主張がなされていますが、こうした責任転嫁は許されないのであって、保護措置の検討にあたっても、大企業等の社会的責任と負担を求める視点が重要です。
７．今後の検討にあたっては当事者参加の論議を保障すべきです

（１）　本報告書を踏まえ、今後は労働政策審議会等の場で法規制に向けた論議がすすめられることになります。その際には、有期契約労働者の置かれた切実な実態、リアルな現状を踏まえた論議をもっと深め、実効性ある対策を打ち出すことが必要です。

（２）そのためには、アンケートなど実態調査だけでなく、当事者たる有期契約労働者からの意見聴取や論議そのものへの参加保障が何より重要です。派遣をはじめ有期・非正規労働者を積極的に組織するわが全労連の代表などを労政審等の委員に加えるとか、当事者からのヒヤリングの実施などを強く求めます。

以　上
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